（財）大阪府文化振興財団
	部局の考え方
	
≪ ≪目　的≫

· 　府民の多様化、高度化する音楽ニーズに応え、質の高い音楽鑑賞機会を提供するとともに、「人が集い、文化が花ひらく大阪」の文化的シンボルとしての役割を果たす。

○府民に親しまれ、府民の「誇り」となるオーケストラを目指す。

○芸術性の高い、我が国有数のオーケストラを目指す。

○青少年育成などを通じ、音楽を育む土壌を醸成し裾野を広げる。
芸術性の高い、我が国有数のオーケストラを目指す
■　小泉和裕氏を初代音楽監督に迎え、これまで培ってきた高い演奏技術を引き出すとともにさまざまな編成の曲に取り組みプログラムの可能性を広げ、オーケストラとしてのレベルアップを実現する。

社会貢献事業（パブリックサービス）の展開
■　府民のオーケストラとして社会貢献事業（パブリックサービス）に積極的に取組む。特に、子どもたちの鑑賞機会の拡大や音楽を通した青少年育成、病院コンサートの実施により、一人でも多くの府民に生のオーケストラ演奏を聴く機会を提供する。また、次世代育成事業の充実にも力を注いでいく。

さらなる経営改善・府民に親しまれ府民が支える楽団へ
■　楽団の経営にあたっては、定期公演会等自主公演の集客力の向上に努めるとともに、依頼公演をはじめとする事業収入の増加を図り、自立的経営を促進する。そのため、あらゆる機会をとらえて楽団のＰＲに努めるとともに、顧客に対するきめ細かなアプローチを積極的に行う。

また、自主公演チケット料金(21年度)及び依頼公演出演料金(22年度)を改定し、増収を図る。

【定期会員・賛助会員（個人・法人）】

これまで定期演奏会、特別演奏会などの演奏活動に賛同いただいてきた定期会員、賛助会員制度も、さらなる支援をいただけるよう拡充に努める。

(現在の会員数)　

定期会員数：個人622人、団体29団体・33口

賛助会員数：個人16人・25口、法人24社・41口　


■　広く府民に支えていただくオーケストラとして、楽団を応援する多くの府民が気軽に入会できるサポート体制づくり。

【センチュリーファンクラブ新規】

これまでの定期会員、賛助会員制度に加えて、幅広い世代の多くのファンに支援していただけるような価格設定にし、センチュリーを支える応援団の裾野を広げていく。 
（特典例）

・定期演奏会の会場リハーサルに無料招待(希望者多数の場合抽選)

　・ファンクラブ会員限定の演奏会・交流会を開催(有料)ほか  
【センチュリーワンコインサポート新規】

　　　定期演奏会の他ボランティア演奏会の機会に楽団員などの呼びかけにより一口５００円の寄付をいただく。

　≪補助継続の必要性≫
○大阪センチュリー交響楽団は、これまで築き上げてきた大切な府有財産・芸術的財産であり、大阪府の文化力の象徴である。大阪府文化振興財団への補助金を廃止すると同楽団は存続することができない。

○大阪府が支援することで、社会貢献事業、特に音楽を通じた次世代育成に積極的に関わることができる。

○本来、オーケストラは、入場料収入だけで自立できるものではなく地方公共団体、民間等の支援が必要である。府民や民間企業からの幅広い支援を得ながら、より一層の経営改善を行い、補助金削減に努める。


	参考データ等
	別添＜センチュリー関係データ＞




大阪府立上方演芸資料館（ワッハ上方）

	部局の考え方
	
時代の流れに応じて変遷しながら、庶民の暮らしに笑いや涙を通じて潤いを与えてきた無形の文化財といえる上方演芸を風化させることなく次代へ引き継ぐとともに、質の高い「表現の場」を引き続き提供していく必要がある

	参考データ等
	◆ワッハ上方の資料について
○寄贈資料≪～H18年度≫

・寄贈資料総数　　57,000点

・寄贈者総数　　　929人

○放送局提供映像等資料≪～Ｈ18年度≫

・テレビ番組　　　954番組

・ラジオ番組　　　1,711番組

計　　　　2,665番組

◆ホールについて（19年度実績）
・収容人数：　３０５人　（１,０４５㎡）

・ホール公演回数：３１３回/年　　利用率：８３.５％

・入場者数：６９,９１５人

・公演1回当り入場者数　２２３人　　客席稼働率　７３.１％

【ワッハホールの主な優位性】

○充実した照明・音響設備や多様な舞台設備

・落語、浪曲などの上方演芸に加え、文楽、歌舞伎等の伝統芸能公演や音楽演奏、演劇など幅広いジャンルに対応でき、質の高い舞台公演を提供できる。

○観覧に配慮した設備

・親子連れが観劇しやすいよう、客席後方に親子室を完備。

・５階客席までバリアフリーであり、聴覚補助システムを完備。

○テレビ中継、収録に十分な電源、映像回路等が整備済み。

※参考　大阪のホール事情（中規模）

●1999年　中座閉館

●2002年　浪花座閉館

●2002年　扇町ミュージアムスクエア閉館

●2004年　近鉄小劇場閉館




（財）大阪２１世紀協会
	部局の考え方
	
府、大阪市、経済界で協調して設立された法人であり、関係機関と調整を行うとともに、法人事業の必要性及び実施手法について抜本的に精査を行う。

（理　由）

◎　大阪21世紀協会は、府、大阪市、経済界が１／３ずつ出えんし設立した団体であり、協会の運営及び事業実施については、出えん団体からの人的・経済的負担（原則同等負担）により賄われている。

（経済界については、各企業からの職員の派遣、会費等で負担）

◎　五者懇談会（Ｈ１９年２月）で大阪21世紀協会については「存続」で合意をしており、五者懇談会の枠組みの議論を経る必要があるため。

· 五者懇談会の構成

大阪府、大阪市、関西経済連合会、大阪商工会議所、関西経済同友会





●2007年　バナナホール閉館


●2008年　Ｂ１角座閉館


●2008年　新ＡＢＣホール開館





［改革ＰＴ試案］


○自立化（２０年度）


　・法人への補助金を廃止し、自立化を図る。





【部局の考え方】　　　現地存続・大幅なコスト削減


賃貸借契約が満了する平成23年度以降の家賃を家主との家賃交渉により、大幅な減額を求めるとともに、利用料金や事業等の見直し、管理運営費用のさらなる縮減を図る。





○レファレンス（H18年度）　計348件


・放送局　　89件


・新聞社　　82件


・雑誌社　　76件


・研究機関　42件(大学･研究所）


・教育機関　41件≪小中高校≫


・博物館　　18件





［改革ＰＴ試案］


○他の府有施設等に移転、規模縮小


・展示機能及びライブラリー機能のみ存続（遅くとも平成22年度末まで）





［改革ＰＴ試案］


（出資法人）財団から２０年度撤退。法人への負担金は廃止。府派遣職員は引上げ。
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